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1. 設置の趣旨及び必要性 

1-1 神戸大学大学院科学技術イノベーション研究科の設置の趣旨及び必要性 

1-1-1 設置の背景・必要性 （資料１） 

我が国における産学官連携によるイノベーション創出の現状については，平成 24 年 12 月に

科学技術・学術審議会産業連携・地域支援部会産学官連携推進委員会が取りまとめた「産学官

連携によるイノベーション・エコシステムの推進について」において，約 30年を経過した産学

官連携活動の現状と課題として整理されている。その中で大学にかかわる現状として，『我が国

においては，小規模な産学共同研究が大半である上，その成果を大きな社会的インパクトや新

たな市場を創出するイノベーションにつなげるエコシステムが構築できていない。』，『新規の大

学等発ベンチャーの年間設立数は，平成 16，17年度の 252件をピークに平成 23年度には 69件

と大幅に減少している。』ことを指摘しており，『このままでは革新的イノベーションには到達

しにくい状況にあり，このような現状からの打破が必要である。』と述べられている。 

また，『米国における産学連携によるイノベーション・エコシステムの構造には，大学院生の

活きた教育と研究とイノベーションへの実質的参加の一体推進が大きな柱となっていると考え

られる。』とされ，我が国においてもイノベーション創出にあたって大学院生の実質的参加を奨

励すべきであり，大学等におけるイノベーション創出機能を強化するためには，『大学等におけ

る研究成果を社会での課題解決やイノベーションに絶え間なくつなげられるよう，大学等にイ

ノベーション創出システムを構築し，産学官連携活動を自律的・持続的に行っていくことが必

要である』と述べられている。 

革新的イノベーションに到達できないという現状の中で，平成 25年 6月 7日に閣議決定され

た「科学技術イノベーション総合戦略」においては，『日本を「世界で最もイノベーションに適

した国」にまで引き上げることにより，世界中の人材を惹き付け，「新たな可能性」を切り拓き，

イノベーションの発信源にせねばならない。』とし，また，平成 25年 11月に示された文部科学

省「国立大学改革プラン」においては，大学の機能強化の方向性の一つとして，『大学を拠点と

した最先端の研究成果の実用化によるイノベーションの創出』が掲げられた。 

さらに，平成 25 年 12 月に経団連から「イノベーション創出に向けた国立大学の改革につい

て」が「国立大学改革プラン」の実効ある推進に向けた提言として示され，『イノベーションを

実現するためには，先端的な基礎研究や自由な発想と，これを支え更には産業化に結び付ける

世界レベルの優秀な人材の育成が不可欠である。』とされるなど，産業界からもイノベーション

創出に対する国立大学への強い期待が寄せられているところである。 

我が国の各大学においては，工学，農学，理学，医学等の自然科学系の先端融合的な領域で，

世界トップクラスの科学技術の研究開発が行われてはいるが，上述のように革新的イノベーシ

ョンに到達できていないというのが現状である。大学における多くの研究は，その成果が研究

室レベルにとどまっており，その先の段階である事業化にまで至らず，その成果が社会から見

えない点が課題と考えられる。 

神戸大学では，バイオプロダクション，先端膜工学，先端 IT，先端医療学などの自然科学系

分野において世界をリードする先駆的な技術開発と教育研究の実績を有するとともに，社会科

学系分野においても MBA や法科大学院の充実と顕著なプレゼンスを示しているところである。
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（1-1-2 に詳述）   

これらの実績を生かして，高度の先端科学技術教育と社会科学教育が有機的に連携して，科

学技術イノベーションの創出と人材育成に関する国の施策や産業界の期待に応えるために，本

研究科を設置する必要がある。 

 

1-1-2 神戸大学のこれまでの取組 

 神戸大学では，自然科学系の先端分野と社会科学系の MBA や法科大学院などにおいて，以下

のような取組を行ってきている。 

1) バイオプロダクション分野 

平成 19 年 4 月神戸大学に，日本初の「統合バイオリファイナリーセンター」を設置し，

平成 20 年度に，同センターを中心とする 14 協働企業の参画による「バイオプロダクショ

ン次世代農工連携拠点」が文部科学省「先端融合領域イノベーション創出拠点形成」プロ

グラムに採択された。プログラムでは，平成 30 年度までの計画で，「農学」と「工学」の

幅広い専門領域を融合するとともに，新しい産学協働研究開発体制を構築し，バイオマス

から多種多様な物質生産を行う「バイオプロダクション」の実現を目指している。その他，

経済産業省，環境省をはじめとする多くの大型研究プロジェクトを推進し，多くの企業と

の産産学連携によりグリーンイノベーションを実現する中核的な拠点として，世界をリー

ドする研究を展開している。さらに，平成 25 年度からは，こうしたグリーンイノベーショ

ン分野でのバイオプロダクションの実績を，バイオ医薬品製造の革新に拡張すべく，経済

産業省「次世代治療・診断実現のための創薬基盤技術開発」に参画し，神戸大学統合研究

拠点に，公的な機関における日本最大のバイオ医薬品の GMP 製造パイロットプラント及

び中核的な研究拠点を整備し，ライフイノベーションの実現に向けた研究を推進している。 

2) 先端膜工学分野 

平成 19 年 4月神戸大学に，日本初の「先端膜工学センター」を設立すると同時に，膜工

学に関する先端研究と人材育成の両面で産学連携を推進することを目的とした「先端膜工

学研究推進機構」を設立した。平成 24年度には，文部科学省地域イノベーション戦略支援

プログラム 「革新的膜工学を核とした水ビジネスにおけるグリーンイノベーションの創出」

が採択され，世界的な水資源の枯渇に対応するため，水処理分野における革新的分離膜を

開発し，参画企業群と連携してその産業化を強力に推進するとともに，大型放射光施設

SPring-8やスーパーコンピュータ等の科学インフラを活用することにより，兵庫県を水ビ

ジネス分野におけるグリーンイノベーション拠点に育てることを目指している。また，こ

のほかにも二酸化炭素の排出抑制，水素の生産時のガス分離に必要なガス分離用分離膜の

研究開発を行っており，さらに分離膜のみならず，有機デバイスとしての薄膜，塗布膜あ

るいは触媒機能を有するメンブレンリアクターについても，先導的な研究開発を行ってい

る。 

3) 先端 IT 分野 

平成 23 年度から文部科学省 HPCI プログラム分野 2「新物質・エネルギー創成」におけ

る重点課題の一つである「電子状態・動力学・熱揺らぎの融和と分子理論の新展開」にお
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いて，分子の超微細量子構造を予測可能な高精度電子状態計算法を開発・整備し，磁性体

やナノ金属クラスタの電子状態，電子構造を解明し，ナノ炭素材料の分子設計やレアアー

スの代替合金探索に貢献するための研究を推進している。また，計算科学による新物質設

計法と最先端情報通信デバイスの設計法・実装技法における世界トップレベルの研究者が

連携し，産学官連携による実践的な研究開発を実施している。 

4) 先端医療学分野 

iPS細胞を専門に研究する研究室を設置し，京都大学 iPS細胞研究所から教員 2名が着

任し，iPS細胞関連技術から製品を創出する体制を整備している。今年度，神戸大学と京

都大学の共同研究グループは，iPS細胞誘導技術をがん研究に応用することで，人工的に

大腸がん幹細胞を作製することに成功した。この研究成果によって，これまで採取が困難

であったがん幹細胞と同様の特徴をもつ細胞を豊富に入手することが可能になり，がん幹

細胞がもつ性質について，より詳細な研究が可能となり，がん幹細胞を標的とした新しい

診断技術・治療薬の開発に役立つことが期待されている。また，ビフィズス菌を応用した

新規経口ワクチン製造技術を産学共同開発するとともに，慢性 C 型肝炎に対する治療用経

口ワクチンの臨床開発を推進しているところである。さらに，SPring-8 や最先端のコンピ

ュータシミュレーションを駆使した治療・診断システムを確立しており，世界初の Ras 阻

害剤（分子標的がん治療薬開発候補）を産学共同で開発し，化合物特許を国内製薬企業に

ライセンスアウトしている。 

 5) 社会科学系分野 

   神戸大学は，神戸高等商業学校の創立（明治 35 年）に起源があり，創立後 110 年以上

の歴史と伝統を有している。現在の経営学研究科は，日本における経営学・商学の中核的

な研究拠点（COE）として，「学理と実際の調和」という建学の理念の下，神戸高等商業

学校の伝統ある系譜を汲み，産学連携をとりわけ強く意識しつつ産業界でのリーダーとな

る人材の養成を手がけてきた。このような中で，平成元年に，社会人に対する高度な経営

学教育を求める社会のニーズが急速に高まりつつあることを認識し，日本の国立大学では

最初の「社会人 MBA プログラム」を開設した。平成 14 年には，経営管理のための高度

専門職業人を育成する「専門大学院（ビジネス・スクール）」を設置し，専攻には「組織

開発」，「経営政策」，「事業創造戦略」及び「ビジネス・モデル革新」の４つの分野を置

き，日本経済と日本企業が求める大変革を実行できる人材の養成を行ってきた。平成 15

年には，専門職大学院に移行し，日本の経営方式並びにビジネスの慣行の合理性及び限界

について正確な知識を持ち，それを土台にして，国際的に活躍できるビジネス・エリート

を育成するという日本型の MBA 教育の確立を目指し，実社会で既に活躍している社会人

を受け入れ，教員の高い教育・研究能力を活用して，日本のビジネス社会の中核となる人

材を養成してきた。 

また，法学研究科では，企業取引にかかわる先端的な法律分野や知的財産法関連分野に

ついて幅広い専門的知見を蓄積してきており，平成 16 年度には法科大学院を開設し，す

べての法曹に必要な基本的な知識と豊かな応用能力を有する職業法曹の養成及びいわゆる

ビジネス・ローを中心とした先端的法分野（特に，知的財産法分野）についての知識と能

力を有する職業法曹の養成という目的を明確にし，その達成のために，基本法律科目に関
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して段階的かつ着実な教育課程を展開するとともに，知的財産法をはじめとしたビジネ

ス・ローや国際関係分野において多数の展開・先端科目を開講している。なお，同大学院

は，創設以来多くの優秀な修了生を輩出し，司法試験においても全国でトップクラスの合

格率を維持している。  

1-1-3 科学技術イノベーション研究科が養成する人材 

科学技術イノベーション研究科においては，学際領域における先端科学技術の研究開発能力

とともに，知財化，生産技術開発，市場開拓までの学術的研究成果の事業化プロセスをデザイ

ンするアントレプレナーシップを兼ね備えた理系人材，すなわち我が国における革新的イノベ

ーションの創出という産業界からの期待にも応えうる技術と経営を俯瞰できる人材を養成する。 

本研究科におけるアントレプレナーシップ教育の導入は，起業家精神を身に付けた人材の養

成を図ることを想定しており，その人材は社会的な人材需要（企業が求める人材）の動向を踏

まえたものとなっている。いわゆる起業家の養成については，学年進行で考えている博士課程

後期課程で行うタスクの 1つと捉えている。 

また，先端科学技術分野間の「分野融合」も目指しており，４つの先端科学技術分野の分野

融合により，新学術領域の立ち上げを想定している。教育課程上の工夫として，専門科目（先

端科目）の履修については，学生自身が持つビジョンに沿って，指導教員と相談しながら自由

に科目選定できるようにしていること，1年次後期の産業技術実習においては，学生の専門分野

のみならず他の 3 つの先端科学技術分野の実習を行うことにより分野融合を実現するための知

識と技術を習得できるようにしている。さらに、2 年次前期の科学技術アントレプレナーシッ

プ・プロジェクト研究においては，全ての分野の教員が助言や指導を行う体制としている。こ

のような分野融合の一例としては，先端 IT分野での計算科学とバイオプロダクション分野を融

合することで，マルチスケール計算生物学の研究を立ち上げるとともに，バイオプロダクショ

ンの革新を図ること等が挙げられる。 

修了者の就職先として主に考えられるのは，バイオ燃料やバイオ素材等の研究開発を行うバ

イオ関連企業，革新膜や膜プロセス等の研究開発を行う化学企業や環境関連企業，情報通信デ

バイスやエネルギー変換のための電子材料等の研究開発を行う化学企業や，これらの材料を製

品応用する IT関連企業，分子標的薬やバイオ医薬品，再生医療等製品の研究開発を行う製薬企

業等である。 

これらの企業において，技術者や研究者として研究開発に従事するだけではなく，アントレ

プレナーシップ（起業家精神）を持って，新エネルギーや新素材，高性能・新機能を備えた IT

機器，新規治療薬等を開発するためのシーズ発掘から製品化までのプロセスを見通すことがで

き，また実際にこのプロセスを構築し，市場でのリスクを回避しながら社会実装へとつなげる

ことで，イノベーション創出に貢献できる人材を養成しようとするものである。さらに，上述

のとおり分野融合を担えるよう多面的な教育も取り入れている。このようにして培われる幅広

い先端科学技術によりさらにイノベーションが創出できるものと期待される。 

平成 26年 10月に企業を対象に実施した「神戸大学の新研究科設置に伴うニーズ調査」で

は，「科学技術イノベーション研究科で養成しようとする人材について，貴社で活躍が期待で

きるか」との問いに，80％を超える企業が「期待できる」と回答しており，養成する人材像が
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企業のニーズに合致したものであることを示している（「学生の確保の見通し等を記載した書

類」資料 3参照）。 

1-2 研究科の特色 （資料２，３） 

 自然科学系分野と社会科学系分野における神戸大学のこれまでの取組を生かして，以下のよ

うな特色を持った科学技術イノベーション研究科を設置する。 

(1)  世界最先端の研究分野を集結 

科学技術イノベーション研究科においては，これまで神戸大学が取り組んできた世界に誇

る最先端研究分野（ミッション再定義においても世界的水準であるとされた分野）であり，

また事業化につながる可能性を持った優れたシーズを生み出している分野であるとともに，

先端医療産業特区，「京」コンピュータ，SPring-8などの地域的な強みや特色を活かした研究

を展開できる分野である，バイオプロダクション，先端膜工学，先端 IT及び先端医療学の研

究者が集結して，最先端研究の基礎から応用までを確実に身に付けられるよう，個々人の研

究課題に応じたきめ細やかな指導を行う。 

なお，各分野における事業化創出の例をあげると，バイオプロダクション分野においては，

稲藁などの非有用材を用いたバイオ燃料（自動車・航空機・発電所用燃料）や生分解性機能

を有した環境負荷の少ないバイオプラスチックやバイオ繊維などの低コスト化及び大量生産

などが考えられ，先端膜工学分野においては，消費エネルギーゼロを実現する水処理膜の開

発や海水と中空糸膜による浸透圧を利用した大規模発電の実用化や水素燃料の効率的な生産

や CO2排出削減を可能にする気体分離膜の実用化，先端ＩＴ分野においては，計算科学に基づ

くシミュレーションによる新物質の設計や高性能電子材料を用いた超低電力・高速の CPU や

サーバの実用化や高性能磁性材料を用いた小型・高性能・長寿命モーターを組み込んだ電気

自動車やロボットの実用化，先端医療学分野においては，iPS細胞を用いた「治療用細胞」を

大量生産し，新しいがん治療や再生医療を実現したり，より安全で患者負担が少ない「飲む

ワクチン」で感染症の予防と治療を実現したり，がん化を引起こす特定分子を標的とする新

しいがん治療薬を創出することなどが考えられる。 

研究面においては，産学協同研究や外国人教員の受入による国際共同研究を実施するとと

もに，分野間の融合による新領域を開拓する。また，社会科学系分野の現場に根ざしたビジ

ネス研究の実績を活かして，研究成果の事業化に向けた取組を行う。 

(2)  アントレプレナーシップの導入（文理融合による教育） 

社会科学系分野でのＭＢＡや法科大学院などにおける起業や知的財産法に関する教育実績

を生かして，ＭＢＡ教育とは異なるアントレプレナーシップに関する教育を導入して，先端

科学技術の研究成果を事業化に結びつけることができる人材を養成する。 

アントレプレナーシップのプログラムは，1)アントレプレナーシップ導入編，2)アントレ

プレナーシップ入門編，3)アントレプレナーシップ応用編の 3カリキュラムを開講する。先

端科学技術関連ビジネスは，極めて高いリスクを伴うことから，リスクキャピタルやリスク

分析について習得し，先端科学技術関連ビジネスにかかわる高度な事業化プロセスに関する

知識についてケーススタディを取り入れて実践的に学習する。グローバル事業展開も視野に

入れ，先端科学技術関連ビジネスの立ち上げ・経営に必要な「ヒト（経営チームのビルディ
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ング）」，「モノ（シーズからの展開を含めた事業モデル）」，「カネ（多額のリスクキャピタル

の調達とリスクのコントロール）」が三位一体となって習得できるプログラムを提供する。 

本プログラムでは，学生が有する先端科学技術関連技術のシーズやアイデアを評価・分析

し，ビジネスプラン立案，プロトタイプ作製，顧客ヒアリングそして起業に至るまでの過程

を「デザイン思考」に基づいた PBL（Project-Based-Learning）学習として展開する。 

1 年次にアントレプレナーシップの基礎知識を学ばせながら，1 年次後期から始まる科学

技術アントレプレナーシップ・プロジェクト研究において，科学技術を事業化するために何

が必要かを実践的に学習する。2 年次の修士論文執筆の過程においても，アントレプレナー

シップ教員が事業化の視点から指導を行い，起業家精神を身につけさせる。 

また，起業家との交流を行う外部プログラム（例えば，アントレプレナーシップ担当教員

が主催する研究会「アントレプレナーシップコミュニティ：研究と実践」）等に参加するこ

とで，起業家精神を更に高める工夫を行う。 

修士論文には，先端科学技術に関する研究成果に加えて，アントレプレナーシップのプロ

グラムで学んだ「事業化プロセス」の視点を必ず織り込ませ，先端科学技術の研究能力と事

業化プロセスをデザインできる能力を有する人材を養成する。 

(3)  パイロットプラントの活用（産学協同） （資料４） 

神戸大学統合バイオリファイナリーセンターに，バイオマスからバイオ燃料製造のパイロ

ットプラントを設置しており，さらに，神戸大学統合研究拠点に医薬品生産パイロットプラ

ントを平成 26 年度に竣工した。また，先端膜開発のためのパイロットプラントを備えた先

端膜工学研究拠点を平成 26 年度に竣工した。 

科学技術イノベーション研究科では，先端科学技術の研究開発能力とともに，生産技術開

発をデザインできる理系人材の養成を目指して，企業から実務家教員を招へいし，これらの

先進的なパイロットプラントを活用した「産業技術実習」により，研究成果の事業化の過程

において重要となる生産プロセスに関する現場教育を行う。バイオプロダクション分野，先

端膜工学分野及び先端医療学分野では，バイオ燃料製造パイロットプラント，バイオ医薬品

製造パイロットプラント，そして多孔膜作製に関するパイロットプラントを用いた実習を行

う。また先端 IT 分野では，情報通信デバイス・装置に関するプロトタイプ作成の実習を行

う。学生は，10 名程度の 4グループに分かれて，上記の各分野で実施する実習のすべてを

受講することで，様々な先端研究の成果が，製品開発へ向かうステージを経験することがで

き，インターンシップと同様の効果的な実習が可能となる。 

また，４分野の教員は複数企業や他の国立研究開発法人との様々な共同研究を推進してい

る。学生はこれらの共同研究に関連した「先端研究開発プロジェクト研究」を実施すること

から，産官学連携の場での教育的機会が得られる。 

 

2．修士課程までの構想か，又は博士課程の設置を目指した構想か 

 科学技術イノベーション研究科は，博士課程の設置を目指した構想である。 

科学技術イノベーション研究科は，以下の３つの目的を達成するために，より高度な教育研

究を実施する博士課程を設置する必要がある。 
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(1) 修士課程で行った先端科学技術研究を深化させて，科学技術イノベーションにつながる

質の高い研究シーズを作り上げる。 

(2) 修士課程で行った先端科学技術研究を発展させるとともに，優れたビジネスモデルを構

築することで，ベンチャー企業の起業等につなげる。 

(3) 社会人を受け入れ，ハイレベルなトレーニングを行うことで，ベンチャー企業の起業や，

既存の企業における新事業開拓につなげる。 

 

受け入れ学生としては，修士課程を修了後に直ちに進学する者と，企業や公的研究機関で

先端科学技術分野の研究開発に携わってきた社会人入学者の両者を想定している。 

修士課程において行うアントレプレナーシップ教育は，事業化するために必要とされる経

営戦略，財務戦略，知財戦略についての基礎知識（８科目）を修得させるとともに，学んだ知

識により，学生の研究による事業計画のモデル作成までの指導を行う。博士課程では，実際に

事業化するために必要とされる経営戦略，財務戦略，知財戦略の上位レベルの教育について，

博士課程の学生のレベルに合わせ演習を中心として，実際に事業化を実現できるための指導を

行う。 

 

3．研究科，専攻等の名称及び学位の名称 

第 3期科学技術基本計画においては，「イノベーション」とは「科学的発見や技術的発明を洞

察力と融合し発展させ，新たな社会的価値や経済的価値を生み出す革新」と定義付けられてい

る。また，第 4期科学技術基本計画では，「科学技術イノベーション」とは，「科学的な発見や発

明等による新たな知識を基にした知的・文化的価値の創造と，それらの知識を発展させて経済

的，社会的・公共的価値の創造に結び付ける革新」と定義付けられているとともに，科学技術白

書（平成 24年から平成 26 年版）においても「科学技術イノベーション」の用語が多く用いられ

ている。 

本研究科は，学際領域における先端科学技術の研究開発能力とともに，知財化，生産技術開

発，市場開拓までの学術的研究成果の事業化プロセスをデザインするアントレプレナーシップを

兼ね備えた理系人材，すなわち我が国における革新的イノベーションの創出という産業界からの

期待にも応えうる技術と経営を俯瞰できる人材の養成を目指しており，先端科学技術の研究開発

能力と，アントレプレナーシップの修得が可能な体系的な教育課程を編成している。 

本研究科の意図する「科学技術イノベーション」は，「学際領域における先端科学技術の研究

開発能力によって科学的な発見や発明等による新たな知識を基にした知的・文化的価値」を創造

することと，「知財化，生産技術開発，市場開拓までの学術的研究成果の事業化プロセスをデザ

インするアントレプレナーシップによってそれらの知識を発展させて経済的，社会的・公共的価

値の創造に結び付ける革新」のことであり，第 4期科学技術基本計画の定義と本研究科の人材養

成像と合っている。そこで，本研究科において志向するアントレプレナーシップを兼ね備えた理

科系人材の養成を総合的かつ端的に表す語として「科学技術イノベーション」という用語を研究

科名称とすることが適切であるとした。 

科学技術イノベーションに対応する英訳として，当初は「Innovative Science and 

Technology」としていたが，科学技術白書（平成 24年から平成 26年度版）の英語版において、
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科学技術イノベーションの訳語として「Science,Technology and Innovation（STI）」が用いら

れていることから，国際的に十分通用することが伺えることを鑑みて再検討した結果，本研究科

での人材養成像を的確に表現する英語名称として「Science, Technology and Innovation」に変

更する。 

国内外の組織名称で，Science, Technology and Innovationを用いた大学を調べたところ，

エジンバラ大学（英国）Institute for the Study of Science, Technology and Innovation，

ケンブリッジ大学（英国）Centre for Science, Technology & Innovation Policy，マレーシア

工科大学 Perdana School of Science , Technology & Innovation Policy，東京大学 Science, 

Technology, and Innovation Governance，九州大学 Center for Science, Technology and 

Innovation Policy Studiesなどが見出された。また，海外の研究科や専攻名称で，Innovation

を用いた大学を調べたところ，Department of Industrial Engineering & Innovation 

Sciences：アイントホーフェン工科大学（オランダ）， Institute for Management and 

Innovation：トロント大学（カナダ）などが見出された。上記のとおり，既存の大学は Policy

や Governance，Management などの語を付加して，経営や管理に力点を置く社会科学的な教育を

志向するものが多い。本研究科では理科系人材の育成に力点を置きながらアントレプレナーシッ

プ教育を取り込む人材養成及び教育課程を特徴としていることから，研究科及び専攻の英語名称

に「Science, Technology and Innovation」を使用することが最も適切であると判断した。 

本研究科における修学内容は，学際領域における先端科学技術の研究開発能力を身に付け科学

的な発見や発明等による新たな知識を基にした知的・文化的価値を創造する方法論を学び、さら

に知財化，生産技術開発，市場開拓までの学術的研究成果の事業化プロセスをデザインするアン

トレプレナーシップによってそれらの知識を発展させて経済的，社会的・公共的価値の創造に結

び付ける革新を担う人材となるべく研鑽をつむことである。すなわち，前述の文言の定義に照ら

し纏めると、科学技術イノベーションに貢献する知識と技術を学ぶということができる。この学

位の名称をそのままに用いている例は見いだされないが，学問分野において本研究科と共通した

部分を持つ欧米の大学においても類似した名称が使用されており，国際的に通用するものである。

例えば，ワシントン大学では，2016 年 9月に Master of Science in Technology Innovationの

学位付与の予定があるなど，科学技術イノベーションの国際通用性を有しているものと思われる。

さらに例をあげると，Master's program Innovation Sciences：アイントホーフェン工科大学（オ

ランダ），Master's programme in Innovation Sciences：ユトレヒト大学（オランダ），Master of 

Management of Innovation：トロント大学（カナダ），Master's Degree in Engineering & 

Technology Innovation Management：カーネギーメロン大学（米国），マサチューセッツ大学（米

国）Master of Science in Innovation and Technological Entrepreneurship，エジンバラ大学

（英国）MSc in Science and Technology in Society，ボストン大学（米国）Master of Science 

in Administrative Studies concentration in Innovation & Technologyなどである。いずれも，

Science, Technology，Innovationという語の何れかを学位名称に含めている。従って、本研究科

の人材養成像や修学内容を適切に表すものとして，学位の名称を修士（科学技術イノベーション）

とし，本研究科での人材養成像を的確に表現する英語名称として「Master of Science, Technology 

and Innovation」とする。 
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3-1 研究科，専攻の名称 

○ 研究科名称：科学技術イノベーション研究科 

（Graduate School of Science,Technology and Innovation ） 

                      

  ○ 専攻名称：科学技術イノベーション専攻 

（Department of Science,Technology and Innovation ） 

3-2 学位の名称 

○ 学位名称：科学技術イノベーション 

（Master of Science,Technology and Innovation ） 

 

4. 教育課程編成の考え方及び特色 （資料５） 

4-1 教育課程編成の考え方 

 科学技術イノベーション研究科では，学際領域における先端科学技術の研究開発能力ととも

に，知的財産化，生産技術開発，市場開拓までの学術的研究成果の事業化移行プロセスをデザ

インするアントレプレナーシップの修得が可能な体系的な教育を展開する。 

 研究科では，専門科目（アントレプレナーシップ科目）並びにアントレプレナーシップ・プ

ロジェクト科目により基礎教育から事業化移行プロセスをデザインできるようになるまでの教

育を行うとともに，各専門分野の幅広い知識及び学際的視点を有するとともに創造性豊かで，

科学技術イノベーションを牽引できる人材を養成するため，専門科目（バイオ・環境先端科目，

先端ＩＴ先端科目及び先端医療学先端科目）（以下「専門科目（先端科目）」という。）並びに先

端研究開発プロジェクト科目により専門性の高い教育を行う。これらに修士論文の作成を目指

した研究指導を組み合わせることによって，豊かな創造性と課題解決型の実践的な能力の養成

に努める。 

 平成 26 年 10 月に企業を対象として実施した「神戸大学の新研究科設置に伴うニーズ調査」

では，「どのような職種を期待するか」との問いに，「研究者」，「技術者」という回答が大半を

占め，学際領域における先端科学技術の研究開発能力を備えた人材の養成に多くの期待が寄せ

られているが，一方で「管理職」としての期待を寄せた企業も 3 割弱見られたことから，企業

の根幹で，研究開発に止まらず，事業化プロセスをデザインし，科学技術イノベーションの創

出に向けてリーダーシップを発揮できる人材を養成するための科学技術イノベーション研究科

の教育課程は，企業の期待にもかなうものである（「学生の確保の見通し等を記載した書類」資

料 3参照）。 

 

4-2 特色 

科学技術イノベーション研究科では，学際領域における先端科学技術の研究開発能力ととも

に，知的財産化，生産技術開発，市場開拓までの学術的研究成果の事業化移行プロセスをデザ
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インするアントレプレナーシップを兼ね備えた理系人材の養成を目指すこととしており，理系

と社会科学系の教育を融合させた文理融合の教育課程の編成となっている。また，充実した実

習やプロジェクト研究により実践的な課題解決能力の育成を図る教育体制となっている。その

特色は以下の 3 点である。 

 

(1) 専門科目（アントレプレナーシップ科目）の導入 

理系の素養を持った学生に対して，先端科学技術の研究開発能力を養うだけではなく，ア

ントレプレナーシップを兼ね備えた人材を養成するため，専門科目（アントレプレナーシッ

プ科目）を導入し，1)アントレプレナーシップ導入編，2)アントレプレナーシップ入門編，3)

アントレプレナーシップ応用編の 3 段階のカリキュラムとする。1)アントレプレナーシップ

導入編は，「アントレプレナーシップ入門」，「起業とベンチャー経営」の２つの科目により，

アントレプレナーシップの意義と可能性などについて導入的な授業を行う。2)アントレプレ

ナーシップ入門編は，「ベンチャー企業の事業戦略」, 「ベンチャー企業のイノベーション戦

略」, 「コーポレートファイナンス」, 「アントレプレナーシップと法」の４つの科目により，

ファイナンスと戦略，破壊的イノベーション理論，知的財産法などの事業化に必要な基礎知

識を修得させる。3)アントレプレナーシップ応用編は，「アントレプレナーファイナンス」，

「知的財産法実務」の２つの科目により，入門編の「コーポレートファイナンス」, 「アント

レプレナーシップと法」の応用として，リスクの高い事業の実現に必要なリスクキャピタル

の調達や先端テクノロジーの知財戦略に関する実践的な授業を行う。 

先端テクノロジー関連ビジネスは極めて高いリスクを伴うことから，専門科目（アントレ

プレナーシップ科目）では全体を通して，リスクキャピタルやリスク分析について習得し，

先端テクノロジー関連ビジネスにかかわる高度な事業化プロセスに関する知識についてケー

ススタディを取り入れて実践的な教育を行う。さらに，グローバル事業展開も視野に入れ，

先端テクノロジー関連ビジネスの立ち上げ・経営に必要な内容を習得できる科目とする。 

 

(2) 専門科目（先端科目）及び先端研究開発プロジェクト科目の導入 

専門性の高い教育を実施するとともに，先端分野での研究開発能力を養うため，専門科目

（先端科目）及び先端研究開発プロジェクト科目を導入する。さらに，深い専門性に加えて，

学際的な視点を持った人材を養成するため，専門科目（先端科目）のうち，各分野 1 科目に

ついては専門分野を異にする学生が比較的履修しやすい科目を「概論」として設定する。 

 

(3) 産業技術実習や科学技術アントレプレナーシップ・プロジェクト研究など実践的な科目の

導入 

学術的研究成果の事業化移行プロセスをデザインできる実践的な能力を養うため，産業技

術実習を設定する。神戸大学が有する最先端のパイロットプラントを利用し，研究成果を商

業生産につなげる上で重要な開発研究に関する教育を行う。企業アンケート（「学生の確保の

見通し等を記載した書類」資料 3 参照）の結果にも表れているように，企業のニーズが特定

分野のみの技術者等を求めているわけではないこと，また分野融合や企業における管理職へ

の登用も考慮し，全学生が 4 グループに分かれて，すべての分野の実習を経験することとし
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ている。 

また，科学技術イノベーション創出に必要な課題解決能力を養うため，科学技術アントレ

プレナーシップ・プロジェクト研究を設定し，専門科目（アントレプレナーシップ科目）で

の教育成果を活かしながら，学生が獲得しようとしている科学技術の先端分野における事業

化シーズに関するアイデアや事業化するためのビジネスプランについては，自然科学系の教

員が社会科学系教員と一緒に指導に当たるとともに，アントレプレナーシップ，ストラテジ

ー，ファイナンス，知的財産権などの社会科学系教員による指導と併せて，文理融合の多角

的な視点からの指導を行いながら，チームでそれぞれの段階における課題を解決する取組を

行う。 

4-3 教育研究の柱となる分野 

科学技術イノベーション研究科には，次のとおり神戸大学において，①ミッション再定義に

おいて世界水準であるとされた分野②地域の強み・特色を活かした研究を展開できる分野（先

端医療産業特区，「京」コンピュータ，SPring-8等を活用できる分野）として選択した，バイオ

プロダクション，先端膜工学，先端 IT及び先端医療学の重点 4分野とアントレプレナーシップ

に関する教育研究を行うアントレプレナーシップ分野による 5 分野を教育研究の柱として置く。 

 

講  座 教育研究分野 教育研究の目的 

バイオ・環境 バイオプロダクシ

ョン 

バイオマスから，微生物機能を利用し，バイオ燃料や

バイオ由来化成品の生産を行い，脱石油資源の循環型社

会の実現を目指す。また，機能性食品やバイオ医薬品の

革新的な生産を実現することを目指す。 

先端膜工学 膜を用いて水浄化やガス分離を行うことで，省エネ・

創エネプロセスによる資源循環型社会の実現を目指す。 

先端 IT 先端 IT  ＨＰＣ（スパコンを利用する高性能計算）と ＩｏＴ

（広域ネットワーク化情報技術）の連携により，情報通

信デバイスと IT応用技術分野で世界最先端の研究開発を

推進する。 

先端医療学 先端医療学 iPS細胞やコンピュータシミュレーション，新規ワクチ

ン製造基盤技術などの革新的医療開発手法と医療産業特

区の活用により新規治療法および診断法創出を総合的に

推進する。 

アントレプレナー

シップ 

アントレプレナー

シップ 

 研究者や学生が有する先端科学技術のシーズやアイデ

アを評価・分析し，事業化に至る過程を実現する。 

 

4-4 科目編成に関する基本的な考え方 

カリキュラムは，＜専門科目（アントレプレナーシップ科目）＞，＜専門科目（先端科目）

＞，＜アントレプレナーシップ・プロジェクト科目＞，＜先端研究開発プロジェクト科目＞か
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ら構成され，先端科学技術の研究開発能力を身に付けるだけではなく，学術的研究成果の事業

化移行プロセスをデザインできるよう課題解決型の実践的な教育も行う。また，専門分野だけ

でなく，他の分野にも視野を広げることができる素養を身に付ける教育を実施するほか，関連

分野のトップレベルの実務家教員を採用し，「産業技術実習」や「科学技術アントレプレナーシ

ップ・プロジェクト研究」（Project-Based Learning）等を科目に組み込むことにより実践的な

教育を実施し，世界と競える人材を養成する。 

 

 ① 専門科目（アントレプレナーシップ科目） 

・  1年次に履修する専門科目のうち，アントレプレナーシップ科目については，知的財産

化，生産技術開発，市場開拓までの学術的研究成果の事業化移行プロセスをデザインす

るアントレプレナーシップの基本的な考え方に関する科目により構成する。 

各科目は，基礎レベルから修士課程レベル内容へと学習できるような講義内容及びプ

ロセスの組み立てとしている。 

このアントレプレナーシップ科目は，8科目 8単位を設定し，履修を必修とする。 

 

 ② 専門科目（先端科目） 

 ・ 1年次に履修する専門科目のうち，バイオ・環境先端科目，先端ＩＴ先端科目及び先端

医療学先端科目については，各分野に特化した専門性の高い先端科学技術に関する科目

により構成する。 

    先端科目については，各分野で，各 5 科目から 7 科目，各 10 単位から 14 単位を開設

する。 

    専門科目（先端科目）については，個々の学生が，専門分野を超えて，自分のビジョ

ンで自由に選定できるようにし，新しい分野融合による科学技術イノベーションの創出

への道を目指すことができるものとする。 

 専 門 科 目 

アントレプレナーシップ

科目 

アントレプレナーシップ入門, 起業とベンチャー経営, ベンチャー企業の事

業戦略, ベンチャー企業のイノベーション戦略, コーポレートファイナンス, 

アントレプレナーシップと法，アントレプレナーファイナンス，知的財産法実

務 

バイオ・環境先端科目 先端バイオ技術概論, 先端環境技術特論, 先端食品技術特論, 産業バイオ技

術特論, 農業バイオ技術特論, エネルギー技術特論, バイオプロセス工学特

論 

先端 IT先端科目 先端 IT社会学概論, センサー・アクチュエータ特論，先端ネットワーク特論, 

先端計算科学特論, 社会ソリューション特論 

先端医療学先端科目   

 

先端医療学概論, 臨床開発マネジメント論, 再生医療学特論, 分子標的薬・

抗体医薬学特論, バイオロジクス開発学特論 

 

③ アントレプレナーシップ・プロジェクト科目 

1年次及び 2年次に履修するアントレプレナーシップ・プロジェクト科目については，1
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年前期に受講したアントレプレナーシップ科目の知識を基に，社会科学系と自然科学系の

教員が共同で実施する。 

社会科学系教員のこれまでの経験を活かし，コンサルティングや投資先企業として深く

関わり，これまで蓄積してきた事例をモデルケースに，生産プロセスやバリューチェ－ン

設計につながる研究課題として設定する。それをチームで解決する取組をさせることによ

り，科学技術イノベーション創出に必要な課題解決能力を養う科目を設定する。 

このアントレプレナーシップ・プロジェクト科目は，1科目 2単位とし，履修を必修とす

る。 

グループ編成については，学生の専門性や経歴，人柄などを把握し，多様性を確保した

分野融合の 3 名程度のチームを編成し，共同での事業計画書作成，2 年前期には個人の研

究テーマに沿った事業計画書作成に取り組む。グループ進行は，アントレプレナーシップ

担当の 3 人の教員が行う。評価方法については，授業への出席及び発言内容と個人又はグ

ループのレポート内容，ビジネスプランの内容により評価する。 

 

アントレプレナーシップ・プロジェクト科目 

科学技術アントレプレナーシップ・プロジェクト研究 

 

④ 先端研究開発プロジェクト科目 

先端研究開発プロジェクト科目は，生産技術開発をデザインできる能力の養成を目指し

た「産業技術実習」（1単位，1年次に履修），科学技術者に要求される研究・開発内容に関

するプレゼンテーションを効果的に行うスキルを身に付けるための科目として「プレゼン

テーション演習」（1 単位，2 年次に履修）及び先端科学技術の研究開発能力の養成のため

の「先端研究開発プロジェクト研究」（8単位，1～2年次に履修）により構成し，履修を必

修とする。 

「産業技術実習」は，10 名程度の 4 グループにより，4 分野の実習を順次履修する。評

価は，出席状況及び個人ごとのレポート内容により，総合的に評価する。 

「プレゼンテーション演習」については，個人レベルの指導となり，出席と発表内容に

より評価する。 

「先端研究開発プロジェクト研究」は，個人レベルの指導となり，研究背景への理解度，

研究遂行への取組，研究成果，プレゼンテーション能力を基に，総合的に評価する。 

 

先端研究開発プロジェクト科目 

産業技術実習, プレゼンテーション演習，先端研究開発プロジェクト研究 

 

5. 教員組織の編成の考え方及び特色 （資料６） 

科学技術イノベーション研究科は，バイオプロダクション，先端膜工学，先端 IT，先端医療学

分野にかかわる先端科学技術の研究開発能力とともに，知的財産化，生産技術開発，市場開拓ま

での学術的研究成果の事業化移行プロセスをデザインするアントレプレナーシップを兼ね備えた

理系人材の養成を目指し，体系的なカリキュラムを構成している。このようなカリキュラムを実
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効性のあるものとするため，教員組織の編成に当たってもそれぞれの教員のバックグラウンドや

専門分野を配慮した適切な教員配置を行っている。 

特に，本研究科では，先端技術の研究開発能力を身に付けさせるため，企業の最先端の研究開

発技術者 2名（クロスアポイントメント制を適用する。）と，事業化移行プロセスをデザインする

力を身に付ける際に必要な知的財産法の専門弁護士 1 名を実務家教員として配置する。3 名の実

務家教員については，教育だけではなく，研究及び研究科の運営にも専任教員として参画するこ

ととなる。本務の都合で常時大学に滞在することはできないため，必要が生じた場合には大学に

おける勤務日を追加するとともに，大学に来られない場合は，Skype 等を利用し，支障のないよう

対応する。また，指導教員として研究指導を行う際は，実務家教員以外の専任教員が副指導教員

として実務家教員を補佐する体制をとる。   

研究科には，専任教員 21 名（教授 18 名，准教授 3 名）が専門科目，先端研究開発プロジェク

ト科目及びアントレプレナーシップ・プロジェクト科目を担当するとともに研究指導に当たる。

それぞれの教員の専門分野及び取得学位は，下表のとおりである。 

なお，本研究科の授業は，六甲台キャンパス及び楠キャンパス（医学研究科）において実施さ

れるが，教員の負担や学生への指導に不具合が生じないようカリキュラムを工夫して実施する。 

 

専任教員の専門分野 

講  座 教育研究分野 専 門 分 野 

バイオ・環境 
バイオプロダクション 

バイオテクノロジー，農芸化学，生物化

学工学 

先端膜工学 化学工学，膜工学 

先端 IT 先端 IT 計算物質科学，電子機器，計算機システ

ム・ネットワーク 

先端医療学 先端医療学 再生医療（IPS），分子創薬，バイオロジ

クス 

アントレプレナーシップ アントレプレナーシップ アントレプレナーシップ，アントレプレ

ナーファイナンス，知的財産法 

 

専任教員の取得学位 

学位の種類 博士 修士 学士  
 

計 工学 農学 理学 医学 商学 学術 
ｴﾈﾙｷﾞｰ

科学 
法学 農学 商学  

研究科全体 ７名 ２名 １名 ３名 １名 ２名 １名 ２名 １名 １名 21名 

 

一方，専任教員の職階別の年齢構成は，下表のとおりとなっており，大きな偏りはなく適切な

分布となっている。また，全員がそれぞれの専門分野における最先端の研究者として国際的に活

躍し，卓越した業績を上げており，先端科学技術及びアントレプレナーシップの教育から研究指

導までに至る教育研究を担当する教員として，十分な資質を有している。 
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専任教員の年齢分布 

 30代 40代 50･60代 

教授 ０名 １１名 ７名 

准教授・講師 ２名 １名 ０名 

 

 

 

（参考） 

◯国立大学法人神戸大学職員就業規則（抜粋）  

(定年) 

第 66条 職員の定年は，次の各号に定めるとおりとする。  

(1) 大学教員 満 65 歳  

(2) 前号以外の職員 満 60歳  

2 定年による退職日は，定年に達した日以後における最初の 3月 31日とする。 

 

 

6. 教育方法，履修指導，研究指導の方法及び修了要件  

6-1 教育方法（資料７，８） 

科学技術イノベーション研究科の特色として，先端科学技術の研究開発能力だけではなく，

学術的研究成果の事業化プロセスをデザインできる能力を養成するためのアントレプレナーシ

ップ教育を行うため，講義によるアントレプレナーシップに関する 8 科目，8 単位の履修を必

修とするとともに，課題解決能力を養うために演習による科学技術アントレプレナーシップ・

プロジェクト研究も 2 単位，必修とする。科学技術アントレプレナーシップ・プロジェクト研

究については，学生が有する先端テクノロジー関連技術のシーズやアイデアを評価・分析し，

ビジネスプラン立案，プロトタイプ作製，顧客ヒアリングそして起業に至るまでの過程を「デ

ザイン思考」に基づいた PBL 学習として展開するため，学生の専門性や経歴，人柄などを把握

し，多様性を確保した 3名程度のチームを編成する。 

新研究科は，バイオ・環境講座，先端 IT講座，先端医療学講座及びアントレプレナーシップ

講座の 4 つの講座により構成され，そのうち先端科学技術を教育研究分野とする 3 つの講座で

それぞれ 5 科目から 7 科目，10 単位から 14 単位の講義による専門科目(先端科目)を設定して

いる。専門科目(先端科目)においては，それぞれの分野における基礎から応用までが一体的に

学べる講義内容としている。こうすることにより，常に出口を見据えながら必要な内容を限ら

れた時間の中で効率的に修得することができる。また，専門分野だけでなく，他の分野にも視

野を広げることができる素養を身に付ける教育を行うため，他の専門分野に関する専門科目（先

端科目）についても履修するように指導する。そのため，各専門分野とも他の専門分野の学生

にとって受講する価値がより高いと考えられる一般性の高い総論的な内容を中心とした講義を

1科目設定している。 
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専門科目（先端科目）の履修については，学生自身が持つビジョンに沿って，指導教員と相

談しながら自由に科目選定できるようにし，新しい分野融合による科学技術イノベーションの

創出への道を目指すことができるものとする。さらに，講義科目のみならず，生産技術開発を

デザインできる能力の養成を目指して，産業技術実習を開設し，パイロットプラントを活用し

て，研究成果の事業化の過程において重要となる生産プロセスを実体験させる実習形式の科目

として 1 単位必修とする。また，プレゼンテーション演習においては，個別指導により，科学

技術者に要求される研究・開発内容に関するプレゼンテーションを効果的に行うスキルを身に

付けさせるとともに，先端研究開発プロジェクト研究においては，学際領域における先端科学

技術の研究開発能力の養成のため，研究テーマに沿った研究と論文作成の個別指導を行う。 

カリキュラムの編成については，学生の履修に配慮を行い，1 年次に開講するアントレプレナ

ーシップ科目については，月曜日に，集中又は隔週とし，専門科目（先端科目）については，分

野ごとの授業科目を集約して設定している。配当年次については，専門科目（アントレプレナ

ーシップ科目）がアントレプレナーシップの基本的な考え方に関する科目であるため，1 年前期

に配当し，専門科目（先端科目）は，2 年次の「先端研究開発プロジェクト」を進める上で，事

前履修が必修となること，また，分野融合も視野に入れ，1 年次配当としている。 

産業技術実習は， 1 年次において実施する。また，プレゼンテーション演習は，研究成果の

発表の際に役立てるように，研究成果がある程度得られた時期である 2年次において実施する。

科学技術アントレプレナーシップ･プロジェクト研究と先端研究開発プロジェクト研究は，長期

間をかけて教育する必要があるため，1年次から 2年次にかけて実施する。 

6-2 履修指導 

入学時に履修ガイダンスを行い，科目編成に関する考え方等について説明し，修了のための

要件などについて説明する。授業科目の履修に関しては，専門科目（先端科目）の中から適切

な科目を選択し，12 単位以上を取得することとしているため，当該学生のバックグラウンド

と先端研究開発プロジェクト研究の研究内容を考慮した上で，履修モデル（資料７参照）を示

しながら，指導教員が適切なアドバイスを行う。また，社会科学の基礎知識がない理系学生を

対象としているため，経営学及び会計学を含んだアントレプレナーシップ入門の課題図書を１

冊以上指定し，入学後のアントレプレナーシップ科目の学習がスムーズに行えるように配慮す

るとともに，経営学部１年生の講義科目である「経営学入門」（2 単位）等を聴講できるよう

時間割を工夫する。 

6-3 研究指導の方法（資料９） 

    先端科学技術の研究開発能力養成に係る研究指導（先端研究開発プロジェクト研究）につい

ては，出願時に教育研究分野並びに指導教員または指導教員群（複数の教員による研究グルー

プ）についての希望を提出させ，入学試験の口頭試問の際に希望内容の確認を行った上で，入

学試験合格者に対して，合格通知と併せて指導教員または指導教員群の予定を通知する。 

  指導教員群を希望した者など入学後に指導教員が決まっていない者については，教育研究分

野ごとに教員の研究内容についての説明会を実施し，希望する指導教員及び研究テーマを提出

させ，指導教員を決定する。 
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指導教員が決定したのちは，指導教員または指導教員群ごとに定期的に報告会を行い，研究

経過や課題等を報告させ，指導教員が個人ごとに進捗管理や指導助言を行う。また，実務家教

員が研究指導を行う際は，実務家教員以外の専任教員が副指導教員として実務家教員を補佐す

る体制をとる。1年次後期から 2年次前期にかけては，研究科全体で研究経過発表会を実施し，

研究経過や今後の研究計画についてのプレゼンテーションを行わせ，発表に関する技術面での

指導や今後の研究の進め方などについての指導を行い，修士論文作成に向けたプロセスを確認

させる。 

  アントレプレナーシップ能力養成に係る研究指導（科学技術アントレプレナーシップ・プロ

ジェクト研究）については，1年前期に受講したアントレプレナーシップ科目の知識を基に，1

年後期にグループ（3名）による事業計画書作成，2年前期に個人の研究テーマに沿った事業計

画書作成に取り組み，ゼミナール形式で指導する。2年前期の終わりには，研究科全体でアント

レプレナーシップ・プロジェクト研究発表会を実施し，個人ごとの研究テーマに沿ったビジネ

スプランについてのプレゼンテーションを行わせ，修士論文の内容のうち科学技術アントレプ

レナーシップ・プロジェクト研究の成果としてのビジネスプランの部分として適切な内容とな

るよう指導・助言を行う。また，発表会後も，修士論文の作成に向けた個別指導を引き続き実

施する。 

修士論文は，当該研究の論文に加え，科学技術アントレプレナーシップ・プロジェクト研究

などで修得した知識を基に，最終節などに当該研究の事業化の視点を盛り込んだ論文とする。 

なお，2年次後期に学生の専門知識の修得状況を確認した後に修士論文の提出・審査（修士論

文発表会）に進むこととする。研究経過発表会及び修士論文発表会は研究科全体で研究指導・

審査する体制を構築する。 

6-4 修了要件 

6-4-1 修了要件 

修了要件を下記に示す。 

修 了 要 件 
2年以上在学し，研究科が定める授業科目のうちから 32単位以上を修得し，かつ，必要

な研究指導を受けた上，修士論文の審査及び最終試験に合格することとする。 

   

6-4-2 論文審査・最終試験の方法 

修士論文の審査は，学位論文提出者の専門分野の教授又は准教授を主査とし，アントレプレ

ナーシップ講座の教授又は准教授 2名を含む研究科の教員 4名以上（少なくとも教授 1名を含

める）をもって組織する学位論文審査委員会が行い，事業化への視点については，事業化に向

けたビジネスプランについて深い知識を持つ実務家教員などのアントレプレナーシップ講座の

教員が審査を行う。判定基準等については，当該研究の位置付けの明確さ，取り組み方の十分

さ，論文としてのまとめ方の適切さを論文審査の尺度とする。また，最終試験の方法について

は，学位論文の内容に関連する科目等に関して，口頭あるいは筆記での試問として実施し，学

位論文の内容を中心に，当該研究領域における修士としての知識を十分に修得しているか，ま
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た，問題を的確に把握し，これを解決する能力を有しているか，当該研究の事業化に向けた課

題を解決する能力を有しているかという観点から口頭試問あるいは筆記試験により行う。 

なお，修士論文では，事業戦略，ビジネスモデル，ファイナンス，知財戦略などの多様な視

点から分析を深め，事業化の実現可能性に関する分析を行うこととなるが，修士論文のレベル

で事業化の実用化まで期待することは難しいため，主として，事業化の目標をどのように設定

しているか，事業化に至るまでに解決すべき課題をどのように捉えているかなどの視点から修

士論文の審査を実施する。分野間の融合によるイノベーションという視点を評価に入れるため

に，個別評価のウェート調整後の合計だけではなく，個別分野間の相互連関性やバランスも重

視する必要があるため，上記を点数評価の上で加点し，総合評価する。 

6-4-3 学位論文の公表 

神戸大学学術成果リポジトリ Kernelに，その全文を電子データとして登録し，インターネ

ットによるオンライン公開を積極的に推進する。 

6-5 研究の倫理審査体制（資料１０） 

本学では，「神戸大学の学術研究に係る行動規範」で研究者の行動規範を定め，教職員，学

生等へ周知している。 

また，「神戸大学における研究費の適正使用のための取組指針」，「国立大学法人神戸大学に

おける研究費の取扱い及び不正使用防止に関する規則」及び「国立大学法人神戸大学における

研究費不正使用に関する通報等処理規程」等を定め，研究活動における不正行為の防止，不正

行為に起因する問題が生じた場合に適切かつ迅速に対処するための委員会の設置及び不正行為

に対する措置等に関し必要な事項を定めている。これらの規程等においては，本学において研

究活動に従事する教職員，学生その他本学の施設設備を利用するすべての者を対象とするとと

もに，「国立大学法人神戸大学研究費不正使用防止計画」を定め，不正防止に取り組み，毎年

度一回以上，適正かつ適切な内容であるかどうか，見直しをしている。 

なお，上記とは別に，先進医療若しくは人間を直接対象とした医学研究については，「ヘル

シンキ宣言」並びに「臨床研究に関する倫理指針」及び「疫学研究に関する倫理指針」に基づ

き，「医学研究科等医学倫理委員会」において，ヒト遺伝子解析研究及びヒトゲノム研究につ

いては，「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する指針」に基づき，「医学研究科等遺伝子解析研

究倫理審査委員会」において審査が行われている。さらに，動物実験を伴う生命科学研究につ

いては，科学的観点，動物愛護の観点及び環境保全の観点並びに動物実験等を行う教職員・学

生等の安全確保の観点から，「動物の愛護及び管理に関する法律」，「実験動物の飼養及び保管

並びに苦痛の軽減に関する基準」，「研究機関等における動物実験等の実施に関する基本指

針」，「動物実験の適正な実施に向けたガイドライン」及び「動物の処分方法に関する指針」に

基づき，「神戸大学動物実験規則」が定められており，「神戸大学動物実験委員会」において審

査が行われている。また，遺伝子組換え実験及び病原体を取り扱う実験についても，「遺伝子

組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律」及び「感染症の予防及

び感染症の患者に対する医療に関する法律」等に基づき，「神戸大学遺伝子組換え実験実施規

則」と「神戸大学病原体等安全管理規則」が定められており，それぞれ，「神戸大学遺伝子組
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換え実験安全委員会」及び「神戸大学病原体等安全管理委員会」において審査が行われてい

る。   

  このことから，本研究科が行う先端研究のうち，上記の審査が必要な研究については，事前

に各委員会に申請を行い，研究計画の承認を受けることとなる。 

 

7. 施設・設備等の整備計画 

7-1 講義室等の整備状況（資料１１） 

科学技術イノベーション研究科の施設・設備については，既存の研究科等の研究室，講義

室，演習室，実験室等を専用使用あるいは共同使用する。 

定期的に開講される講義形式の授業は，主として 1年次に開講予定としていること，ま

た，全員（40名）が受講する必修科目が多く，専門科目のうち，アントレプレナーシップ

科目並びにバイオ・環境先端科目，先端ＩＴ先端科目及び先端医療学先端科目のうち総論的

な 3科目，演習科目となるアントレプレナーシップ・プロジェクト科目については，1部屋

を確保すれば足りることとなるため，附属図書館プレゼンテーションルームを共同使用する

ことで確保する。その他の科目については人数も少なく，他の研究科等の講義室を共同使用

することで確保する。 

なお，産業技術実習で使用するパイロットプラントについては，平成 27年 3月に竣工し

た。 

7-2 図書等の整備状況 

  図書等の資料については，附属図書館自然科学系図書館，附属図書館医学部分館及び附属

図書館社会科学系図書館を共用で使用することになるが，現状において，座席数・蔵書数と

もに十分な数量が確保されている。また，電子ジャーナルなど，各種専門誌や論文誌のオン

ライン利用環境も整備されているため，大学院学生の学習の場として，十分な環境にあると

言える。なお，各図書館の開館時間及び蔵書数は，以下のとおりである。 

 自然科学系図書館 医学部分館 社会科学系図書館 

開 館 

時 間 

平 日 8:45-21:30 8:45-21:00 8:45-21:30 

土曜日 10:00-18:00 9:00-17:00 10:00-19:00 

日曜日 休 館 休 館 10:00-19:00 

 

 

蔵 

書 

数 

図  書 

(うち外国書) 

495,459 冊 148,177 冊 1,343,647 冊 

234,635 冊 82,234 冊 706,147 冊 

学術雑誌 

(うち外国書) 

5,467 種 3,095 種 16,419 種 

3,000 種 1,475 種 9,944 種 

電子ｼﾞｬｰﾅﾙ 

(うち外国書) 

－     －    58,049 種 

－     －    50,542 種 

視聴覚資料その他 1,832 点 1,191 点 1,967 点 
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7-3 学生研究室等の整備状況 

  科学技術イノベーション研究科専任教員の研究室については，既存の研究科における研究

室を使用する。大学院学生の研究室については，これら指導教員の研究室内に各学生の自習

スペースを確保することにより，現時点において十分な学習環境を構築する。 

 

8. 既設の学部との関係 

科学技術イノベーション研究科は学部を有さないものの，主な入学者は，医学部保健学科検

査技術科学専攻，工学部応用化学科，工学部情報知能工学科及び農学部生命機能科学科応用生

命化学コースの卒業生を想定しており，先に記載した教育方針の下，学際領域における先端科

学技術の研究開発能力とともに，知的財産化，生産技術開発，市場開拓までの学術的研究成果

の事業化移行プロセスをデザインするアントレプレナーシップを兼ね備えた理系人材の養成を

目的とした教育研究を実施する。 

 

9. 入学者選抜の概要 

9-1 基本方針 

科学技術イノベーション研究科では，教育研究上の目的に沿った学生を受け入れるため，

アドミッション・ポリシーを策定し，「一般選抜」のほか，「推薦入試」及び「外国人選抜」

を実施する。 

9-2 アドミッション・ポリシー 

科学技術イノベーション研究科では，学際領域における先端科学の研究能力とともに，知

的財産化，生産技術開発，市場開拓までの学術的研究成果の事業化プロセスをデザインでき

るアントレプレナーシップを兼ね備えた理系人材を養成することを目指しています。 

上記の人材養成の目標を踏まえ，本研究科では，次のいずれの資質をも兼ね備えた学生を

求めています。 

・工学，情報学，農学，理学，医療，薬学のいずれかの分野における基礎的研究能力を有

し，研究に強い意欲を持つ学生 

・自ら選んだ研究分野における基礎研究や応用研究に止まらず，生産技術開発から事業化

までを目指すことに強い興味と意欲を持つ学生 

9-3 出願資格 

本研究科に出願することができる者は，次の各号のいずれかに該当する者とする。 

① 大学を卒業した者 

② 学校教育法（昭和 22年法律第 26号）第 104 条第 4項の規定により学士の学位を授

与された者 

③ 外国において，学校教育における 16 年の課程を修了した者 

④ 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより当
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該外国の学校教育における 16 年の課程を修了した者 

⑤ 我が国において，外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における 16 

年の課程を修了したとされるものに限る。）を有するものとして当該外国の学校教育制

度において位置付けられた教育施設であって，文部科学大臣が別に指定するものの当該

課程を修了した者 

⑥ 専修学校の専門課程（修業年限が 4年以上であることその他の文部科学大臣が定める

基準を満たすものに限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定め

る日以後に修了した者 

⑦ 文部科学大臣の指定した者（昭和 28年文部省告示第 5号） 

⑧ 学校教育法第 102 条第 2項の規定により大学院に入学した者であって，本研究科に

おいて，大学院における教育を受けるにふさわしい学力があると認めたもの 

⑨ 本研究科において，個別の出願資格審査により，大学を卒業した者と同等以上の学力

があると認めた者で，入学時に 22 歳に達したもの 

⑩ 入学時において次のいずれかに該当する者であって，本研究科の定める単位を優秀な

成績で修得したと認めるもの 

・ 大学に 3 年以上在学した者 

・ 外国において学校教育における 15 年の課程を修了した者 

・ 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することによ

り当該外国の学校教育における 15 年の課程を修了した者 

・ 我が国において，外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における

15 年の課程を修了したとされるものに限る。）を有するものとして当該外国の学校

教育制度において位置付けられた教育施設であって，文部科学大臣が別に指定する

ものの当該課程を修了した者 

9-4 募集人員 

一般選抜定員 40 人，推薦入試及び外国人選抜はそれぞれ若干名 

9-5 選抜方法 

出願時には入学願書（出願理由書を含む），成績証明書，研究計画書，加えて TOEFL-iBT

または TOEIC の公式認定証を提出させる。その他別に定める検定料振替払込受付証明書，卒

業（見込み）証明書あるいは学位授与証明書などの提出も義務付ける。研究計画書について

は，研究の背景・研究の目的・研究方法・研究成果の社会的意義や事業化との関連について

記載させ，基礎的研究能力を有し，研究に強い意欲を持ち，生産技術開発から事業化までを

目指すことに強い興味と意欲を持った学生であるかを確認する。 

また，指導教員に関しては，募集要項に「教育研究分野」及び「指導教員若しくは指導教

員群（複数の教員による研究グループ）を研究内容が分かるキーワードと併せて掲載し，出

願時に第３希望までを提出させる。 

入学試験は，小論文試験と口頭試問を実施する。小論文試験においては，基礎的研究能力

を問う課題を課して評価を行い，口頭試問においては，研究計画書及び小論文試験の内容に



 

- 22 - 

関する質疑を行い，基礎的研究能力を有しているかなどの評価を行うほか，指導教員の希望

に関する確認を行う。TOEFL-iBT 又は TOEICの公式認定証のスコアについて換算表を用い

て，英語能力の得点とする。合否判定は，入学願書，成績証明書，研究計画書等の書類審査

及び小論文試験，口頭試問，英語能力の得点により総合的に行う。 

   

10. ２つ以上の校地において教育を行う場合 

授業は，六甲台キャンパス及び楠キャンパス（医学研究科）において実施される。 

各キャンパスの間は，交通機関を利用して約 40分程度の距離がある。本研究科を担当する教

員 21 名のうち 16 名は六甲台キャンパス，3 名は楠キャンパスを教育研究活動の拠点としてい

る。学生に関しては，バイオ・環境分野及び先端ＩＴ分野の 30名程度が六甲台キャンパス，先

端医療学分野の 10名程度が楠キャンパスを拠点に学修を行う。 

本研究科においては，キャンパス間の移動を最小限度とする時間割を組み，移動に係る負担

を軽減する。具体的には，学生全員が履修する専門科目（アントレプレナーシップ科目）やア

ントレプレナーシップ・プロジェクト科目と複数の専門分野の学生が履修する専門科目（先端

科目）については，六甲台キャンパスで開講する。 

 

11. 管理運営 

11-1 執行機関 

科学技術イノベーション研究科を総括してその業務を掌理し，管理運営に関する責任を有

する執行機関に相当する職として，「研究科長」を置く。 

また，科学技術イノベーション研究科の執行体制の充実・強化を図るため，多忙が予想さ

れる研究科長の職務を補佐する補助執行機関に相当する職として，「副研究科長」を置く。 

11-2 審議機関 

  科学技術イノベーション研究科に関する①教育研究上の組織，②教員人事，③年次計画，

④予算，⑤教育課程，⑥その他管理運営上の重要事項を審議する機関として「研究科教授会」

を置き，講師以上の教員をもって構成する。 

11-3 事務組織 

事務組織は，研究科の管理運営及び教育研究に関するあらゆる事務を処理しなければなら

ないことから，学生や教職員を身近に支援できる体制が求められるところである。 

従って，多くの学生や教職員の活動拠点となることが予想される自然科学総合研究棟１号

館内にこれを整備することとし，具体的な組織体制としては，科学技術イノベーション研究

科に係る庶務，渉外，教務及び会計に関する事務を独立して処理する「事務室」を新たに置

き，科学技術イノベーション研究科事務長の管理・監督下で事務を司るものとする。 

 

12. 自己点検・評価 

科学技術イノベーション研究科における教育研究水準の向上を図り，本研究科の目的と社会
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的使命を達成するため，以下のように自主的な改革に向けての自己点検及び自己評価を実施す

るとともに，外部評価者による検証を行う。 

12-1 実施体制と方法 

教育研究活動の現状に関する点検と評価を自主的に行い，教育研究水準向上のための改革

を不断のものとするため，「科学技術イノベーション研究科評価委員会」を設置し，自己点検・

自己評価を組織的かつ継続的に実施する。これにより，技術の進展や社会情勢の変化など，

科学技術イノベーション研究科を取り巻く様々な環境の変化を踏まえた上で，本研究科の教

育研究活動の現状認識を行うことができ，そのあるべき姿について明確にすることが可能と

なる。 

自己点検・自己評価の結果については，それを取りまとめた報告書を作成し，点検・評価

の視点，点検・評価結果の妥当性，点検・評価結果の客観性などについて，学外者から構成

される外部評価委員会に評価を依頼する。外部評価の結果については，教員へのフィードバ

ックを通じて，教育研究活動の改善並びに，そのためのシステム作りに役立てる。 

12-2 点検・評価の内容 

科学技術イノベーション研究科では，以下の各事項について点検・評価を実施する。なお，

点検・評価を，一層，充実したものとするため，技術の進展や社会の変化に応じて，点検・評

価項目そのものの見直しについても行う予定である。 

 組織・管理運営体制 

 教育活動 

・ 教育目標と特徴 

・ 教育の実施体制 

・ 教育内容 

・ 教育方法 

・ 学業の成果 

・ 進路・就職の状況 

 

 研究活動 

・ 研究目的と特徴 

・ 研究活動の状況 

・ 研究成果の状況 

 地域・社会との連携 

 国際交流 

 施設設備環境 

 

13. 情報の公表 

今日の高等教育機関は，人材育成に留まらず，科学技術の振興，産業や地域社会の発展など，

重要な社会的使命を担っている。また，高い公共性を有しており，教育研究活動の結果につい
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て広く公開し，情報提供することが，社会的責務となっている。そこで，科学技術イノベーシ

ョン研究科では，以下のように積極的に情報提供を行う。 

13-1 大学としての情報提供 

神戸大学は，世界トップクラスの国際的な教育研究拠点を目指している。このことを踏ま

え，また，国内外から優秀な学生を受け入れるとともに，国民や社会の負託に応えるべく，

原則として全ての教育情報を公表することとしている。具体的な公表項目の内容等と公開し

ているホームページアドレスは，以下のとおりである。 

①大学の中長期計画と評価 

・神戸大学ビジョン 2015  

・国立大学の機能強化―国民への約束―【神戸大学の「これまで」と「これから」】 

―神戸大学ビジョン 2015の実現に向けた今後の展開―  

・データと資料が語る神戸大学の今の姿  

・中期目標・中期計画・年度計画  

・国立大学法人評価と認証評価 

②大学の教育研究上の目的に関すること  

・教育憲章  

・人材の養成に関する目的その他教育研究上の目的 

・学位授与に関する方針（ディプロマ・ポリシー） 

・入学者受け入れ方針（アドミッション・ポリシー） 

 ③教育研究上の基本組織に関すること 

・学部・学科              ・研究科・専攻 

④教員に関すること 

(ｧ) 教員組織及び教員の数並びに各教員が有する学位及び業績に関すること 

・教員数 

・教員組織及び職位別教員数，年代別  ・外国人教員数 

・教員当たり学生数           ・教員紹介（専門分野・保有学位・業績等） 

(ｨ) 教育研究上の活動状況等 

・海外で通算して 1年以上教育研究に従事した教員数  

・国外で学位を取得した日本人教員の在籍状況  

・論文数，著書数         ・特許数  

・神戸大学発ベンチャー       ・海外研究機関との国別共同研究数  

・研究に要したインプット      ・教育改革プロジェクト 

⑤学生に関すること 

・入学者数・収容定員・在学者数   ・卒業・修了者数，卒業・修了後の進路状況  

・卒業率／退学者の状況        ・主な就職先／就職先詳細  

・資格取得の状況 

⑥教育課程，成績評価基準，卒業・修了認定基準に関すること 

・教育課程の編成及び実施の方針（カリキュラム・ポリシー) 
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・単位認定，学位認定，成績評価の基準 (大学として統一方針)  

・シラバス 

・各学部・学科の授業形態別平均履修者数及び履修者数による科目分布  

・取得可能な学位          ・卒業・修了認定の基準  

・学位論文評価基準 

⑦学生の教育研究環境に関すること 

  ・アクセス・キャンパスマップ  

・遠方からお越しの方へ 六甲台地区／楠地区／名谷地区／深江地区  

・運動施設・課外活動施設の概要   ・学習・休息を行う環境の状況 

⑧学生納付金に関すること 

・授業料・入学料・検定料      ・授業料・入学料免除  

・教材購入費            ・施設利用料 

⑨学生支援に関すること 

・修学支援 

・奨学金制度            ・障害学生支援 

・学生生活サポート 

・学生相談             ・心身の健康相談 

・ハラスメント相談 

・キャリア形成支援  

・進路               ・就職相談 (神戸大学キャリアセンター)  

・インターンシップ実績  

・主な就職先 / 就職先詳細 

⑩国際交流・留学に関すること 

・教育の国際連携 

海外協定校            海外留学プログラム  

交換留学             海外語学研修  

海外インターンシップ       EUIJ関西  

交換留学 (派遣・受入) 実績   ダブルディグリー・プログラム実施状況  

・留学生への対応 

神戸大学への留学案内 "STUDY IN KOBE"  

外国人留学生のためのガイドブック 留学生数 (PDF形式)  

英語コースの設置状況       留学生の学位取得状況 (PDF 形式)  

留学生の就職状況         海外同窓会  

⑪学生生活に関すること 

 ・学生生活実態調査          ・学生寮  

・課外活動団体 

（①～⑪の日本語版ホームページ： 

http://www.kobe-u.ac.jp/campuslife/edu/education_info/index.html 

英語版ホームページ： 
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http://www.kobe-u.ac.jp/en/about-kobe-university/info-disclosure/education.html） 

⑫その他 

  ・神戸大学規則集（http://www.office.kobe-u.ac.jp/plan-rules/） 

・学部等の設置に係る情報 

（http://www.kobe-u.ac.jp/info/public-info/establish/index.html） 

13-2 科学技術イノベーション研究科としての情報提供 

科学技術イノベーション研究科の教育研究活動は，大学及び研究科のホームページに掲載

する。また，自己点検・評価報告書や，外部評価による評価結果についても大学及び研究科

のホームページに掲載する。さらに，研究科の広報パンフレットを作成し，カリキュラム上

の特色や研究活動などに関する情報を公開する。 

 

14. 教員の資質維持向上の方策 

科学技術イノベーション研究科が教育研究上の目標を達成し，今後も継続的に教育水準の維

持向上を図るために，以下のような教育内容・教育技法の改善策を実施する。 

14-1 学生による授業評価 

科学技術イノベーション研究科では，学生による授業評価を実施し，これを基にして授業

内容と授業方法の改善を図る。また，学生からのアンケート調査を実施し，実験内容，演習

内容，及び教授法の改善に努める。 

具体的な，アンケート項目として，以下を予定している。 

・ 学生自身の取組（出席度合い，受講態度，自習時間） 

・ 授業内容（シラバスの適切さ，授業到達目標の明示，成績評価基準の明示） 

・ 教員の取組（教員の熱意，学生への接し方，話し方，説明媒体，進行度合い） 

・ 学習効果（理解の度合い，当該分野への興味・関心の度合い） 

・ 学習環境（教室・施設） 

・ 改善を要する事項・評価に値する事項 

・ 総合評価 

14-2 教職員表彰制度 

科学技術イノベーション研究科では，１年間の教育活動の実績に基づき，教育内容や教育

技法の点で成果を挙げた教職員を積極的に表彰するため, 教職員表彰制度を設け，教職員の

教育に対する意欲を高め，資質能力の向上を図る。 

14-3 ファカルティ・ディベロップメント（FD） 

科学技術イノベーション研究科では，教務委員会において，FD 推進のための企画，実施，

及び評価について審議するなど，FDを推進するための体制を構築する。 
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